
１．特定医療費支給認定実施要綱 

 問 回答 備考 

1-1 

事務連絡において、「既にこれらの通知による

改正前の別紙様式第４号により、患者に対し通知

している場合であって、当該患者から、これらの

通知による改正後の様式による再通知の申出が

あった場合やその他必要と認める場合には、各都

道府県の実情に応じ、適宜対応されるよう」とさ

れている。 

本通知改正による却下通知の様式改正の適用

日は、平成 30 年１月１日からとされているが、

適用日前に、却下通知を発出する場合、当該改正

後の様式により通知を発出することは差し支え

ないのか。 

また、上記の場合や、適用日前に却下とされた

者に改正後の様式で再通知した場合でも、当該却

下通知を障害者総合支援法の障害福祉サービス

等の申請時に証明書として利用できるのか。 

改正前の様式で記載すべき事項は、改正後

の様式においても満たされていることから、

適用日前に改正後の様式で却下通知又は再

通知を発出することは、差し支えない。 

ただし、その場合においても、適用日は平

成 30 年１月１日であるため、原則として、

同日以降の障害福祉サービス等の申請にお

いて利用可能である。 

※ 「原則として」としているのは、各障害福祉サー

ビスの実施主体である市町村において、個別の判

断で適用日以前でも可とするケースがないとは

いえないため。 

※ 障害福祉サービス等の「等」は、相談支援・補装

具及び地域生活支援事業（障害児の場合は、障害

児通所支援と障害児入所支援も含む） 

 

 

1-2 

適用日前に却下とされた者に、改正後様式によ

る却下通知を再通知した場合、適用日以後の障害

福祉サービス等の申請に利用可能とのことであ

るが、いつ却下されたものであっても、改正後様

式で再通知されれば、利用可能と言うことで良い

 難病法に基づく医療費助成の却下であり、

難病担当部局において、障害担当部局からの

照会があった時点において、指定難病にかか

っていることが証明でき、照会への対応等を

きちんと行えるのであれば、いつ時点のもの

 



のか。 でも差し支えない。 

2-1 

既に却下通知を発出しているが、従前の様式に

よる却下通知で同様に見なすことはできないの

か。 

利用不可である。 

※ 改正後様式でなければ、指定難病名が不明であ

るため、指定難病にかかっていることを判断する

ことはできない。 

 

2-2 

当県では、既に疾病名を入れた却下通知を発出

しているが、障害福祉サービス等の証明として利

用は可能となるのか。 

改正後様式に準じたものでなければ、原則

として、利用できない。 

※ 「原則として」としているのは、各障害福祉サー

ビス等の利用申請を受理する自治体である市町

村において、個別の判断で適用日以前でも可とす

るケースや今回の通知改正で示した別紙第４号

と同内容であれば県の独自でも様式でも可とす

るケースがないとはいえないため。 

 

2-3 改正後様式において、「定期的（１年毎）に申

請し」とされているが、却下通知は、通知日から

１年を超えたら障害福祉サービス等の証明とし

て利用できなくなるのか。 

１年を超えたものについて、ただちに利用

できなくなるということはないが、研究の推

進の観点からも１年毎の申請にご協力いた

だきたい。 

 

3 すでに１月１日以降の期間に係る更新申請で

認定された方について、受給者証とともに、従前

の様式による自己負担上限額管理票を交付して

いるが、修正版に差し替える必要があるか。 

可能であれば差し替えていただくことが

望ましいが、困難である場合は、本改正の趣

旨は「自己負担上限まで達した後も記載いた

だくよう注意書きを付したもの」であるの

で、その点について、受給者や指定医療機関

へ十分周知いただければ、必ずしも差し替え

 



る必要はない。 

  



２．難病の患者に対する医療等に関する法律施行令第２条に定める基準（軽症高額該当基準）に係る支給認定の手続等につ

いて 

 問 回答 備考 

1-1 臨床調査個人票について、これまでは、「・・・当

該申請以前に審査が行われており、支給認定が却下

されてから概ね３月以内に再申請が行われ、臨床調

査個人票について前回申請時と同一のもので判断を

行う場合には、指定難病にかかっていること及び当

該患者の病状の程度に係る審査を省略することも可

能とすること。」とされていたが、これが大幅に  

「１２月」と延長された理由は何か。 

改めて臨床調査個人票を取得する患者

の負担に配慮し、軽症高額の該当基準に

おける医療費考慮期間が１２ヶ月である

ことを踏まえ、軽症高額申請時点におけ

る医療費考慮期間中に却下された臨床調

査個人票は、可能としたものである。 

 

1-2 上記の「１２月」の起算点は、「却下通知の発出日」

と解して良いか。 

原則としては、貴見の通りであるが、

「概ね１２月以内」であるので、１か月

程度の前後は、自治体の判断で差し支え

ない。 

 

1-3 他県において、認定申請を行い却下となった場合

で、その後、当県に軽症高額の認定申請があった場

合についても、他県において却下とされた際の当該

臨個票を利用することは可能なのか。 

却下した県に照会をかけ、当該事実及

び当該臨個票が確認できた場合には、可

能である。 
 

 

 

 


